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上 場 会 社 名 東 海 リ ー ス  株 式 会 社 上 場 取 引 所 東  大

コ ー ド 番 号 976 1 本社所在都道府県 大 阪 府

（ＵＲＬ http://www.tokai-lease.co.jp/ ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 塚 本 　 幸 司
問合せ先責任者 役 職 名 取 締 役 経 理 会 計 部 長

氏 名 西 　 彰 一 Ｔ Ｅ Ｌ (     )06 6352－0001
中間決算取締役会開催日 平 成 17年 11月 16日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
中間配当支払開始予定日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有（１単元  1,000株）

1. 17年 9月中間期の業績 （平成17年 4月 1日～平成17年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期        5,921    12.0         184    58.5         150    66.4
16年 9月中間期        5,286    △4.6         116－           90－

17年 3月期       11,264－          420－          453－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

17年 9月中間期          131－           5.37
16年 9月中間期       △3,424－        △140.41

17年 3月期       △3,076－        △126.17

(注 )1.期中平均株式数 17年 9月中間期     24,500,755株 16年 9月中間期     24,392,669株
17年 3月期     24,386,907株

2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )17年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
17年 9月中間期 － － 特別配当 － 円－銭
16年 9月中間期 － －

17年 3月期 － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 9月中間期       23,603       12,317     52.2        485.26
16年 9月中間期       21,031       11,422     54.3        468.31

17年 3月期       21,662       11,829     54.6        485.31

(注 )1.期末発行済株式数 17年 9月中間期     25,384,421株 16年 9月中間期     24,390,522株
17年 3月期     24,375,636株

2.期末自己株式数 17年 9月中間期         72,189株 16年 9月中間期         51,478株
17年 3月期         66,364株

2. 18年 3月期の業績予想 （平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       11,500         400         350          6.00          6.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          14円29銭

※ 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の
　 業 績 は さ ま ざ ま な リ ス ク 要 因 や 不 確 実 な 要 素 に よ り 、 記 載 の 予 想 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。
※ 上 記 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 の 端 数 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
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（東海リース株式会社） 
１．中 間 貸 借 対 照 表 

（単位：百万円） 
当中間会計期間末 
 

（平成 17年 9月 30日） 

前中間会計期間末 
 

（平成 16年 9月 30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
（平成 17年 3月 31日） 

期 別  
 
 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（資 産 の 部）  ％  ％  ％ 

Ⅰ流 動 資 産       

 現金及び預金 
 
受取手形 
 
売掛金 
 
たな卸資産 
 
その他 
 
貸倒引当金 

※2 
 
 
 
 
 
 
 
 

２，３２６ 
 
１１６ 
 

７，２５２ 
 
９４ 
 
４０５ 
 

△１８ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

８８２ 
 
１３３ 
 

６，３４４ 
 
１４５ 
 
３５２ 
 

△１９ 

 ６３８ 
 
７８ 
 

７，０６９ 
 
１１４ 
 
４６５ 
 

△１２ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

流 動 資 産 合 計 １０，１７６ 43.1 ７，８３８ 37.3 ８，３５４ 38.6 

Ⅱ 固 定 資 産       

1.有形固定資産 ※1,2       

 リース用資産 
 
建物 
 
土地 
 
その他 

※3 
 

３，３２６ 
 

２，７１７ 
 

３，７８２ 
 
１０５ 

 ３，１８６ 
 

２，８７１ 
 

３，７８２ 
 
１２１ 

 ３，２９８ 
 

２，７９０ 
 

３，７８２ 
 
１１２ 

 

有形固定資産合計 ９，９３２ 42.1 ９，９６１ 47.4 ９，９８４ 46.1 

2.無形固定資産 ３６ 0.2 ３６ 0.1 ３７ 0.1 

3.投資その他の資産       

 関係会社株式 
 
その他 

 
 
※2 

２，０３２ 
 

１，４１７ 

 ２，０３２ 
 

１，１６１ 

 ２，０３２ 
 

１，２５３ 

 

投資その他の資産合計 ３，４５０ 14.6 ３，１９４ 15.2 ３，２８６ 15.2 

固 定 資 産 合 計 １３，４１８ 56.9 １３，１９２ 62.7 １３，３０８ 61.4 

Ⅲ 繰 延 資 産 ７ 0.0 ０ 0.0 ０ 0.0 

２３，６０３ 100.0 ２１，０３１ 100.0 ２１，６６２ 100.0 資 産 合 計 
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（東海リース株式会社） 
 

（単位：百万円） 
当中間会計期間末 
 

（平成 17年 9月 30日） 

前中間会計期間末 
 

（平成 16年 9月 30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
（平成 17年 3月 31日） 

期 別 
 
 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 
（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債       

 支払手形 

買掛金 

短期借入金 

１年内償還予定社債 

未払法人税等 

前受リース収益 

賞与引当金 

その他 

 

 

※2 

※2 

１，２４１ 

７０５ 

９４１ 

１，０００ 

３４ 

１，８５４ 

９５ 

４０５ 

 
 
 
 
 

８８２ 

８２９ 

８４８ 

１，０００ 

３５ 

１，７５６ 

４９ 

３４９ 

 １，０８１ 

１，１６０ 

６７７ 

２，０００ 

７１ 

１，７７３ 

５０ 

４０４ 

 

流 動 負 債 合 計 ６，２７８ 26.6 ５，７５１ 27.4 ７，２１９ 33.3 

Ⅱ 固 定 負 債       

 社債 

長期借入金 

退職給付引当金 

その他 

※2 

※2 

２，３５０ 

２，０８５ 

３３７ 

２３３ 

 ２，６００ 

８５１ 

２８８ 

１１７ 

 １，６００ 

５３５ 

３１７ 

１６０ 

 

固 定 負 債 合 計 ５，００７ 21.2 ３，８５７ 18.3 ２，６１４ 12.1 

負 債 合 計 １１，２８５ 47.8 ９，６０９ 45.7 ９，８３３ 45.4 

（ 資 本 の 部 ）       

Ⅰ 資本金 ７，０５４ 29.9 ６，９２９ 33.0 ６，９２９ 32.0 

Ⅱ 資本剰余金       

1.資本準備金 １，８５６  １，７３２  １，７３２  

2.その他資本剰余金 ２，９８２  ４，８３４  ４，８３４  

資本剰余金合計 ４，８３９ 20.5 ６，５６６ 31.2 ６，５６６ 30.3 

Ⅲ 利益剰余金       

1.任意積立金 ４１８  ６１９  ６１９  

2.中間(当期)未処理損失 ２８６  ２，８１９  ２，４７１  

利益剰余金合計 １３１ 0.6 △２，１９９ △10.5 △１，８５１ △8.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ３０２ 1.3 １３１ 0.6 １９４ 0.9 

Ⅴ 自己株式 △１０ △0.1 △５ △0.0 △９ △0.0 

資 本 合 計 １２，３１７ 52.2 １１，４２２ 54.3 １１，８２９ 54.6 

負 債 ･資 本 合 計 ２３，６０３ 100.0 ２１，０３１ 100.0 ２１，６６２ 100.0 

       
  （注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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（東海リース株式会社） 
２．中 間 損 益 計 算 書 

（単位：百万円） 
当中間会計期間 
自 平成 17年 4月  1日 
至 平成 17年 9月 30日 

前中間会計期間 
自 平成 16年 4月  1日 
至 平成 16年 9月 30日 

前事業年度の要約損益計算書 
自 平成 16年 4月  1日 
至 平成 17年 3月 31日 

期 別 
 
 
科 目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 
  ％  ％  ％ 

Ⅰ 売上高 ５，９２１ 100.0 ５，２８６ 100.0 １１，２６４ 100.0 

Ⅱ 売上原価 ４，７０７ 79.5 ４，２０１ 79.5 ８，９３８ 79.4 

売上総利益 １，２１４ 20.5 １，０８４ 20.5 ２，３２６ 20.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 １，０２９ 17.4 ９６７ 18.3 １，９０６ 16.9 

営業利益 １８４ 3.1 １１６ 2.2 ４２０ 3.7 

Ⅳ 営業外収益     ※1 ４９ 0.8 ５０ 1.0 １８４ 1.6 

Ⅴ 営業外費用     ※2 ８３ 1.4 ７６ 1.5 １５０ 1.3 

経常利益 １５０ 2.5 ９０ 1.7 ４５３ 4.0 

Ⅵ 特別利益 ― ― １ 0.0 ７ 0.1 

Ⅶ 特別損失      ※3,4 ０ 0.0 ３，４９８ 66.1 ３，５０１ 31.1 

税引前中間純利益又は中間
(当期)純損失(△) 

１５０ 2.5 △３，４０６ △64.4 △３，０３９ △27.0 

法人税、住民税及び事業税 ２０ 0.3 １９ 0.4 ３８ 0.3 

法人税等調整額 △０ △0.0 △０ △0.0 △１ △0.0 

中間純利益又は中間(当期)純
損失(△) 

１３１ 2.2 △３，４２４ △64.8 △３，０７６ △27.3 

前期繰越利益又は損失(△) △４１８  ４４  ４４  

役員退職積立金取崩額 ―  ０  ０  

利益準備金取崩額 ―  ５６０  ５６０  

中間(当期)未処理損失(△) △２８６  △２，８１９  △２，４７１  

       
（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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（東海リース株式会社） 
３．中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 （１）資産の評価基準及び評価方法 
１）たな卸資産 
①資材及び貯蔵品・・・主要資材であるベニヤ板は、総平均法による原価法によっております。 

その他の資材及び貯蔵品は、最終仕入原価法によっております。 
②未成工事支出金・・・個別原価法によっております。 
２）有価証券 
①子会社株式  ・・・・移動平均法による原価法によっております。 
②その他有価証券 
時価のあるもの・・中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 
時価のないもの・・移動平均法による原価法によっております。 

 
 （２）固定資産の減価償却の方法 
１）有形固定資産 
①リース用資産・・・定額法によっております。なお、仮設建物及びユニットハウスの耐用年数は７～１６年、

その他のリース用資産の耐用年数は５～７年を用いております。 
②社用資産 
建      物・・・法人税法に規定する方法による定額法によっております。 
建物以外の社用資産・・・法人税法に規定する方法による定率法によっております。 

２）無形固定資産 
法人税法に規定する方法による定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっております。 

 
（３）繰延資産の処理方法 
社債発行費は、３年間（３年以内に社債償還の期限が到来するときは、その期限内）にわたり均等償却して
おります。 

 
 （４）引当金の計上基準 
１）貸倒引当金 
中間期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等の個別債権については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
２）賞与引当金 
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 
３）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異（381百万円）については、15年による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（5年）に基づく定率法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

 
 （５）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。 
 

（６）リース売上高の計上基準 
リース物件の工事完成日にリース契約期間中のリース料、付帯工事代及び運賃等の全額をリース売上高及び
売掛金に計上しております。 
なお、リース期間未経過分のリース料、付帯工事代（解体工事代）及び運賃（引取運賃）は中間期末におい
て、リース売上高から控除するとともに前受リース収益として計上しております。 

 
（７）リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

（８）ヘッジ会計の方法 
借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行なっております。なお、金利スワップにつ
いては特例処理を採用しており、有効性の評価は省略しております。 
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（東海リース株式会社） 
（９）消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。 
 
 

（会計方針の変更） 
当 中 間 会 計 期 間 
自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日 

前 中 間 会 計 期 間 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成16年 9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
当中間会計期間から「固定資産の減
損に係る会計基準」(「固定資産の減損
に係る会計基準の設定に関する意見
書」(企業会計審議会 平成14年８月９
日))及び「固定資産の減損に係る会計
基準の適用指針」(企業会計基準委員会
 平成15年10月31日 企業会計基準適
用指針第６号)を適用しております。こ
れにより、従来と同一の基準によった
場合と比べ税引前中間純損失が3,225
百万円増加しております。 
なお、減損損失累計額については、
改正後の中間財務諸表等規則に基づ
き、各資産の金額から直接控除してお
ります。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
「固定資産の減損に係る会計基準」
(「固定資産の減損に係る会計基準の設
定に関する意見書」(企業会計審議会 
平成14年８月９日))及び「固定資産の
減損に係る会計基準の適用指針」(企業
会計基準委員会 平成15年10月31日 
企業会計基準適用指針第６号)が平成
16年3月31日に終了する事業年度から
適用できることになったことに伴い、
当事業年度から同会計基準及び同適用
指針を適用しております。この変更に
伴い、減損損失3,497百万円を計上し、
当該変更前に比して減価償却費は543
百万円、固定資産除却損は11百万円そ
れぞれ減少しております。この結果、
経常利益が543百万円増加し、税引前当
期純損失2,942百万円増加しておりま
す。なお、減損損失累計額については、
各資産の金額から直接控除しておりま
す。 

 
 
 
（追加情報） 
当 中 間 会 計 期 間 
自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日 

前 中 間 会 計 期 間 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成16年 9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日 

(法人事業税の外形標準課税導入) 
「地方税法等の一部を改正する法
律」(平成15年法律第９号)が平成15年
３月31日に公布され、平成16年４月１
日以後開始する事業年度より外形標準
課税制度が導入されたことに伴い、当
中間会計期間から、「法人事業税にお
ける外形標準課税部分の損益計算書上
の表示についての実務上の取扱い」(平
成16年２月13日 企業会計基準委員会
 実務対応報告第12号)に従い法人事
業税の付加価値割及び資本割について
は、販売費及び一般管理費に計上して
おります。この結果、販売費及び一般
管理が17百万円増加し、営業利益、経
常利益が17百万円減少するとともに、
税引前中間純損失が17百万円増加して
おります。 

(法人事業税の外形標準課税導入) 
「地方税法等の一部を改正する法
律」(平成15年法律第９号)が平成15年
３月31日に公布され、平成16年４月１
日以後開始する事業年度より外形標準
課税制度が導入されたことに伴い、当
事業年度から、「法人事業税における
外形標準課税部分の損益計算書上の表
示についての実務上の取扱い」(平成16
年２月13日 企業会計基準委員会 実
務対応報告第12号)に従い法人事業税
の付加価値割及び資本割については、
販売費及び一般管理費に計上しており
ます。この結果、販売費及び一般管理
が34百万円増加し、営業利益、経常利
益が同額減少するとともに、税引前当
期純損失が同額増加しております。 
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（東海リース株式会社） 
注記事項 
  （中間貸借対照表関係） 
当中間会計期間 末 
（平成17年 9月30日） 

前中間会計期間 末 
（平成16年 9月30日） 

前 事 業 年 度 末 
（平成17年 3月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 
 8,169百万円 
 

※２．担保に供している資産 
担保資産 
リース用資産 722百万円 
建 物 2,608百万円 
土 地 3,577百万円 
計 6,908百万円 
 

担保されている債務 
社 債 1,600百万円 
長期借入 金 2,085百万円 
短期借入 金 865百万円 
(1年内返済長期借入金) 
１年内償還予定社債 1,000百万円 
計 5,551百万円 

 
※３．リース用資産の内訳 
仮 設 建 物 1,514百万円 
ユニットハウス 1,448百万円 
そ の 他 364百万円 
計 3,326百万円 

 
４．受取手形裏書譲渡高 
 711百万円 
 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 
 7,682百万円 
 

※２．担保に供している資産 
担保資産 
現金及び預金 200百万円 
建 物 2,835百万円 
土 地 3,577百万円 
投資その他の資産 209百万円 
計 6,822百万円 

担保されている債務 
社 債 2,600百万円 
長期借入 金 775百万円 
短期借入 金 671百万円 
(1年内返済長期借入金) 
１年内償還予定社債 1,000百万円 
計 5,047百万円 

 
※３．リース用資産の内訳 
仮 設 建 物 1,248百万円 
ユニットハウス 1,470百万円 
そ の 他 466百万円 
計 3,186百万円 

 
４．受取手形裏書譲渡高 
 672百万円 
 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 
 7,883百万円 
 

※２．担保に供している資産 
担保資産 
建 物 2,758百万円 
土 地 3,577百万円 
計 6,336百万円 
 
 
担保されている債務 
社 債 1,600百万円 
長期借入 金 509百万円 
短期借入 金 540百万円 
(1年内返済長期借入金) 

１年内償還予定社債 2,000百万円 
計 4,650百万円 

 
※３．リース用資産の内訳 
仮 設 建 物 1,460百万円 
ユニットハウス 1,462百万円 
そ の 他 376百万円 
計 3,298百万円 

 
４．受取手形裏書譲渡高 
 759百万円 
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（東海リース株式会社） 
（中間損益計算書関係） 
当 中 間 会 計 期 間 
自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日 

前 中 間 会 計 期 間 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成16年 9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日 

※１．営業外収益の主要項目 
賃 貸 収 入 31百万円 

 
 
※２．営業外費用の主要項目 
支 払 利 息 26百万円 
社 債 利 息 36百万円 

 
※３．特別損失の主要項目 
固定資産除却損 0百万円 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．減価償却実施額 
有形固定資産 295百万円 
無形固定資産 0百万円 

 
 
６．税効果会計 
当中間会計期間における税額
計算については、固定資産圧縮
記帳積立金を利益処分により
取り崩したものとみなして計
算しております。 

※１．営業外収益の主要項目 
賃 貸 収 入 34百万円 

 
 
※２．営業外費用の主要項目 
支 払 利 息 24百万円 
社 債 利 息 36百万円 

 
※３．特別損失の主要項目 
減 損 損 失 3,497百万円 

 
※４．減損損失 
当中間会計期間においてリー
ス用仮設建物及び工場（リース
資産の補修・配送）について減
損損失を認識しております。 
リース仮設建物および工場に
ついては、営業損益の悪化が見
られると同時に、短期的に業績
の回復が見込まれないため、当
中間会計期間において減損損
失3,497百万円の計上に至りま
した。 
この結果、中間財務諸表に計上
されている減損損失（3,497百
万円）の内訳は以下のとおりで
あります。 
 
リース用資産 3,308百万円 
土地 188百万円 
 
当社はリース業について取扱
商品別のグルーピングを行っ
ております。 
また、リース用仮設建物及び工
場の回収可能価額は使用価値
により測定しており、将来キャ
ッシュ・フローを5％で割り引
いて算定しております。 

 
５．減価償却実施額 
有形固定資産 298百万円 
無形固定資産 0百万円 

 
 
６．税効果会計 

同左 

※１．営業外収益の主要項目 
受取配当金 86百万円 
賃 貸 収 入 66百万円 

 
※２．営業外費用の主要項目 
支 払 利 息 48百万円 
社 債 利 息 72百万円 

 
※３．特別損失の主要項目 
減 損 損 失 3,497百万円 

 
※４．減損損失 
当期においてリース用仮設建
物及び工場（リース資産の補
修・配送）の土地について減損
損失を認識しております。 
リース用仮設建物及び工場の
土地については、営業損益の悪
化が見られると同時に、短期的
に業績の回復が見込まれない
ため、当期において減損損失
3,497百万円の計上に至りまし
た。 
なお、損益計算書に計上されて
いる減損損失の内訳は以下の
とおりであります。 
 
 
リース用資産 3,308百万円 
土地 188百万円 
 
当社においてはリース業につ
いて取扱商品別のグルーピン
グを行っております。 
また、リース用仮設建物及び工
場の土地の回収可能価額は使
用価値により測定しており、将
来キャッシュ・フローを5％で
割り引いて算定しております。 

 
５．減価償却実施額 
有形固定資産 595百万円 
無形固定資産 1百万円 
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（東海リース株式会社） 
（リース取引関係） 
当 中 間 会 計 期 間 
自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日 

前 中 間 会 計 期 間 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成16年 9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日 

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 
 
① リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び中間期末残高相当
額 
 車 両 工具器具 合 計 

 運 搬 具 備 品  

 百万円 百万円 百万円 

取 得 価 額 

相 当 額 101 127 228 
 
減価償却累 

計額相当額 45 16 62 
 
減損損失累 

計額相当額 ― ― ― 
 
中間期 末 

残高相当額 55 110 166 
なお、取得価額相当額は、未経過リー
ス料中間期末残高が有形固定資産の中
間期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定してお
ります。 
② 未経過リース料中間期末残高相当
額及びリース資産減損勘定中間期
末残高 
 
 １ 年 以 内 44百万円 
 １ 年 超 121百万円 
 計 166百万円 
 リース資産減損 
 勘定中間期末残高 ―百万円 
なお、未経過リース料中間期末残高相
当額は、未経過リース料中間期末残高
が有形固定資産の中間期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法
により算定しております。 
③ 支払リース料、リース資産減損勘定
の取崩額、減価償却費相当額及び減
損損失 
 支 払 リ ー ス 料 22百万円 
 リース資産減損勘定 
 の取崩額 ―百万円 
 減価償却費相当額 22百万円 
 減 損 損 失 ―百万円 
 
④ 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっており
ます。 

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 
 
① リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 
 車 両 工具器具 合 計 

 運 搬 具 備 品  

 百万円 百万円 百万円 

取 得 価 額 

相 当 額 100 34 135 
 
減価償却累 

計額相当額 63 32 96 
 
中 間 期 末 

残高相当額 36 2 39 
 

 

 

 
同左 

 
 
 
 
② 未経過リース料中間期末残高相当
額 
 
 １ 年 以 内 17百万円 
 １ 年 超 22百万円 
 計 39百万円 
 

 

 
同左 

 
 
 
 
③ 支払リース料及び減価償却費相当
額 
 
 支 払 リ ー ス 料 28百万円 
 減価償却費相当額 28百万円 
 
 
 
 
④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 
 
① リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び期末残高相当額 
 車 両 工具器具 合 計 

 運 搬 具 備 品  

 百万円 百万円 百万円 

取 得 価 額 

相 当 額 95 6 101 
 
減価償却累 

計額相当額 51 4 55 
 
減損損失累 

計額相当額 ― ― ― 

 
期 末 残 高 

相 当 額 43 1 45 
 
なお、取得価額相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いため、支払利
子込み法により算定しております。 
 
② 未経過リース料期末残高相当額及
びリース資産減損勘定期末残高 
 
 １ 年 以 内 17百万円 
 １ 年 超 28百万円 
 計 45百万円 
 リース資産減損 
 勘定期末残高 ―百万円 
 
なお、未経過リース料期末残高相当額
は、未経過リース料期末残高が有形固
定資産の期末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法により算定し
ております。 
③ 支払リース料、リース資産減損勘定
の取崩額、減価償却費相当額及び減
損損失 
 支 払 リ ー ス 料 38百万円 
 リース資産減損勘定 
 の取崩額 ―百万円 
 減価償却費相当額 38百万円 
 減 損 損 失 ―百万円 
 
④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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（東海リース株式会社） 
（有価証券関係） 
当 中 間 会 計 期 間 
自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日 

前 中 間 会 計 期 間 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成16年 9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日 

子会社株式で時価のあるものは、あり
ません 

同左 同左 

 
 
（発行済株式数の増加内訳） 
当 中 間 会 計 期 間 
自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日 

前 中 間 会 計 期 間 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成16年 9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日 

新株予約権付社債の新株予約権の権利
行使による新株の発行 
 （１）発行株式数 
  1,014,610株 
 （２）発行価格 
 1株につき 246.40円 
 （３）資本組入額 
 1株につき 124.00円 
 （４）資本組入額の総額 
  125百万円 
 

  

 


